
船 行 　 第 ５ ９ ５ 号　　　　　
平成１６年１２月２２日　　　　　

船 橋 市 監 査 委 員　　様

船橋市長　藤 代 孝 七　　　　　　　

　　平成１６年３月２３日付で船橋市包括外部監査人から提出された平成１５年度船橋市包括外

　部監査結果報告書に係る措置状況等について、別紙のとおり通知いたします。

　　なお、この通知につきましては、監査の結果に係る措置状況以外に、監査の結果に添えられ

　た意見に係る状況や考え方も含まれておりますので、公表にあたりましては「包括外部監査結

　果報告書には、監査の結果とともに包括外部監査人の意見が記されており、意見に対しては

　必ずしも措置等を要するものではありませんが、現在の状況や意見に対する考え方を記載して

　います。」という注記を添えてくださいますようお願いいたします。

平成１５年度船橋市包括外部監査結果報告書に係る措置状況等について



包括外部監査結果に対する措置状況　1/19ページ
市民文化ホール　1/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 土地台帳に価額

が記載されていな
い

土地台帳は整備されていないが、
社会教育課の社会教育施設台帳で
把握している。

土地台帳に価格を記載する。

監査結果 附帯設備の台帳
が整備されていな
い

付帯設備台帳は整備されていな
い。

施設等建設時の引渡し書類等を確
認し、設備台帳を作成する。

監査結果 建物が登記され
ていない

不動産登記法の附則第５条の規定
により、登記義務が免除されてお
り、建物登記はされていない。

不動産登記法の附則第５条の規定
により登記義務が免除されているた
め、建物登記はされていないが、財
務規則に規定されている事項であ
ることから、今後、財務規則の改正
を含めて検討する。

監査結果 見積り合わせが
行われていない

市民文化ホール音響・舞台・照明設
備の保守点検は、特殊で専門的な
ため随意契約としているが、今年度
の契約については、２者以上の見
積を徴収し委託料相場を把握して
随意契約とした。また設計書に具体
的な人数や工数が示されていない
との指摘については、人工数等の
内訳を示し金額の妥当性の確保に
努めた。

監査結果 委託契約の完了
検査と検査調書
の作成が行われ
ていない

委託契約の作業については、点検
作業報告書を提出させることで作業
完了の確認をしている。

監査結果 見積り合わせが
行われていない

夜間機械警備業務委託について
は、毎年度指名競争入札をすること
により、設置する機器がその都度交
換となってしまう費用負担を軽減す
るため、５年ごとに指名競争入札を
実施している。前回は平成１２年度
に入札を実施しているので今年度
は随意契約で委託している。
エレベーター保守点検等の保守点
検業務については、２者以上の見
積を徴収してから随意契約を実施し
た。

監査結果 指名業者の数を
増やす、一般競
争入札を導入す
る

保守管理業務、清掃業務及び設備
管理業務の委託業務については、
「委託業務契約事務の手引き」（財
政部契約課）に基づき、「郵便によ
る指名競争入札」を実施し、１６年度
は指摘の改善を図った。

監査結果 委託契約の完了
検査と検査調書
の作成が行われ
ていない

委託契約の作業については、作業
日報及び点検作業報告書を提出さ
せることで作業完了の確認をしてい
る。

監査結果 中央公民館と按
分して経費の負
担をすべきである

中央公民館にて委託費の予算が措
置されており、今年度においても中
央公民館で契約事務を実施した。

委託費を中央公民館と市民文化
ホールに按分して負担するために
は、分割して予算措置がなされ、共
同して執行する必要がある。しか
し、予算編成・執行等の事務が煩雑
となることから、他の複合施設にお
いても、基本的に一か所の所属に
片寄せして予算執行がなされてお
り、現状のまま中央公民館で委託
費を負担し、委託契約していきたい
と考えている。



包括外部監査結果に対する措置状況　2/19ページ

市民文化ホール　2/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針

監査結果 市とは別の組織
の会費を預かっ
ている

現在、指摘のあった団体は解散して
おり、当該団体の金銭の預りはな
い。

監査結果 共催事業の預り
金の管理責任が
不明確である

チケット収入は、全て事業基金に繰
り入れ、事業終了後にホールの販
売委託費を除き共同事業者側に支
出する方法に改めた。

監査結果 市民文化ホール
で修繕の図面を
保管していない

舞台搬入口シャッター工事について
は、契約関係書類より図面をコピー
して保管した。

施設維持のためにも図面は必要な
ので、修繕及び工事を実施したとき
は必ず保管するようにする。

監査結果 大規模修繕計画
が策定されていな
い

施設の改修については、平成４年
度から順次実施しており、平成２０
年度をもって、改修計画が完了する
計画である。今年度は音響卓等改
修工事を実施している。

大規模修繕計画を策定し、必要な
予算措置に努める。

意見 大規模修繕計画
が策定されていな
い

施設の改修については、平成４年
度から順次実施しており、平成２０
年度をもって、改修計画が完了する
計画である。今年度は音響卓等改
修工事を実施している。

大規模修繕計画を策定し、必要な
予算措置に努める。

意見 興行性の強い事
業については、損
益分析を行い、黒
字となる事業を行
う

当ホールは、近隣市と比べキャパシ
ティが少ないため、収益性の面から
プロモーター主催のグレードの高い
優れた事業が入りにくい状況にあ
る。これらのことからホールでは、プ
ロモーター主催同様のパッケージ型
事業にも積極的に取り組む必要が
あり、今後自主事業実施にあたって
は、集客面を勘案しながら、またア
ンケートによる市民ニーズを把握し
ながら自主事業を展開していく。

今後、興行性の強い自主事業実施
にあたっては、より一層集客面を勘
案しながら、またアンケートによる市
民ニーズを的確に把握しながら自
主事業を展開していく。

意見 公共性の強い事
業については、ア
ンケート等を実施
し、市民ニーズに
あった事業を行う

自主事業実施にあたっては、集客
面を勘案しながら、またアンケートに
よる市民ニーズを把握しながら自主
事業を展開していく。

今後、公共性の強い自主事業実施
にあたっては、集客面を勘案しなが
ら、またアンケートによる市民ニー
ズを的確に把握しながら自主事業
を展開していく。

意見 出勤者の偏りをな
くす、あるいは
土、日曜日は多
めに出勤するよう
な勤務計画を策
定する

ホール業務は、施設の管理業務と
自主事業業務とがあり、土曜、日曜
日には、マネージメントの相手方と
の調整が出来ないことから、施設管
理が中心業務になるので、平日以
上の勤務体制は必要ないものと考
えている。ただし、事業内容等によ
り職員の勤務体制の強化が必要な
時には、その都度対応している。

意見 管理運営方法の
検討について

市民文化ホールは財政健全化プラ
ンにおいて民間委託を検討すること
とされているが、地域の文化芸術活
動への支援など公立文化施設とし
て果たすべき役割を含めた管理運
営について十分な検討が必要であ
り、当分の間市の直営により運営し
ていく。

近隣市の状況や、指定管理者制度
の下における民間事業者の状況な
どを見ながら、運営方法について引
き続き検討していく。



包括外部監査結果に対する措置状況　3/19ページ
海浜公園　1/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 工作物台帳が作

成されていない
監査時点と同じ 温水プール建設時の書類により工

作物台帳を作成する。

監査結果 県企業庁から引
き継いだ土地の
土地台帳に価格
が記載されていな
い

監査時点と同じ 寄附取得年度での固定資産評価額
で価格を記載する。

監査結果 県企業庁から引
き継いだ野球場
等の工作物台帳
が作成されていな
い

監査時点と同じ 寄附取得時の書類により工作物台
帳を作成する。

監査結果 管理棟等の建物
台帳に取得価額
が記載されていな
い

監査時点と同じ 施設建設時の書類により確認し、価
格を記載する。

監査結果 プール、立体駐車
場の工作物台帳
が作成されていな
い

監査時点と同じ 施設建設時の書類により確認し、工
作物台帳を作成する。

監査結果 附帯設備の台帳
が整備されていな
い

監査時点と同じ 施設建設時の書類により確認し、付
帯設備の台帳を作成する。

監査結果 物品の保管状況
の調査が実施さ
れていない

現物と備品台帳の記載確認を部分
的に行った。

現物と台帳の照合、整理をした上で
定期的に保管状況の確認を行う。

監査結果 建物が登記され
ていない

不動産登記法の附則第５条の規定
により、登記義務が免除されてお
り、建物登記はされていない。

不動産登記法の附則第５条の規定
により登記義務が免除されているた
め、建物登記はされていないが、財
務規則に規定されている事項であ
ることから、今後、財務規則の改正
を含めて検討する。

監査結果 契約書の委託業
務に記載漏れが
ある

「干潟管理業務委託契約書」につい
て、仕様書に基づき記載を修正し、
業務内容との整合性を図った。（平
成１６年度）

監査結果 再委託に関する
承認願いの受理
と承認書の発行
が行われていな
い

契約書の規定に従い、協会から再
委託の承認願を受理、承諾書を発
行した。（平成１５年度）

監査結果 現金管理に関す
る内部統制が十
分に機能していな
い

現金並びに資金前渡資金口座残高
を日々確認するため、新たな管理
帳票として「海浜公園現金管理表」
を作成し、金種別残高及び事業別
残高を所属長が確認している。（平
成１６年３月１日）
また、各施設における現金管理に
関する内部統制の状況を把握する
ため、「現金等管理状況調査」を実
施した。（平成１６年６月１５日）



包括外部監査結果に対する措置状況　4/19ページ

海浜公園　2/2ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

監査結果 多額の現金が金
庫に保管されてい
る

金庫に保管している現金は、その大
部分が運営に必要な資金前渡金の
釣銭資金であるが、盗難等の危険
性を勘案し、今後は短期間ごとに資
金前渡処理をするとともに、金庫で
の現金保管は必要最小限にとどめ
るようにし、資金前渡処理を必要と
する諸事業の資金についても、必要
最小限の金額にとどめており、やむ
を得ず一時期保管する期間が発生
する場合は、資金前渡資金口座に
て管理している。（平成１６年３月１
日）

監査結果 書き損じの領収
書が保管されて
いない

領収書の不正使用を防止するため
に、書き損じの領収書は複写部分と
合わせてホチキス止めのうえ、所属
長が現物確認を実施している。（平
成１６年２月１日）

監査結果 補助金の具体的
な算定方法が定
められていない

監査時点と同じ 算定方法を明確にするよう検討して
いく。

意見 余熱棟は早期に
施設の転用を検
討する必要があ
る

余熱棟の転用については、千葉県
の三番瀬再生計画を視野に入れ、
他部署と協議しながら検討したい。

意見 天候の良否の影
響を最小限に止
めるような対策を
取っていく必要が
ある
①固定金額で契
約している委託費
を実働業務量に
応じた単価契約
に切り替える。
②閑散期に協会
職員を繁忙部署
に配置換えする。

天候リスク（収入減）対策は必要で
あるが、２提案については以下の問
題点があるので、どうしたら提案の
趣旨を生かすことができるのか検討
中である。
①安全が重視されるプール管理業
務は、利用客の多寡により業務量
を変動させることは難しく、単価契
約による委託を導入しても固定費削
減は困難。
②協会管理施設の繁忙期・閑散期
はほぼ共通しており配置換えによる
余剰人員吸収の余地は少ない。

現在まで行ってきている委託業務の
見直し、職員配置の見直しをさらに
徹底し固定経費削減を図る。
年度間調整により天候リスクに対応
できる財務基盤を確立する。
指定管理者制度導入を控え管理運
営能力及びコスト競争力の向上を
目指す。

意見 余熱棟建設の計
画段階からの事
業遂行過程に問
題がなかったどう
かを検討する必
要がある

当時としては、最良の建設計画を作
成し、建設されたものと考えるが、
土質状態が予想以上に悪かったも
のである。事業遂行は問題がな
かったものと考える。

意見 余熱棟の転用方
法等を早急に検
討する必要があ
る

余熱棟の転用については、千葉県
の三番瀬再生計画を視野に入れ、
他部署と協議しながら検討したい。



包括外部監査結果に対する措置状況　5/19ページ
本町駐車場　1/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 付属設備の台帳

が整備されていな
い

監査時点と同じ 引継書類等を確認の上、今後台帳
の整備を図る。

監査結果 金種表が保管さ
れていない

金種表を使用し、その保管を行って
いる。

内規等を作成し、保管期間を定め
る。

監査結果 現金と帳簿が不
一致だった場合
のルールが整備
されていない

監査時点と同じ 内規等を作成し、ルールの整備を
図る。

監査結果 両替用現金は、
業務終了時に売
上現金と区分して
保管すべきである

区分し、保管を図っている。

監査結果 仮払金の精算が
定期的に行われ
ていない

毎月末に精算を行っている。 内規等を作成し、ルールの整備を
図る。

監査結果 本社において回
数券が特定の１
人によって管理さ
れている

４月以降、毎月末に棚卸しを実施す
るとともに、課長・部長がチェック管
理を行っている。

監査結果 使用されていない
回数券の処分に
ついて手続きが
定められていない

４月に内規を作成し、手続きを定め
た。

監査結果 毀損した回数券
の処分について
の手続きが定め
られていない

４月に内規を作成し、手続きを定め
た。

監査結果 駐車場において
回数券の残高の
把握がなされてお
らず、帳簿と現物
の突合が不可能
である

４月以降、本社から駐車場への回
数券の受入についても帳簿をつけ
て管理している。

監査結果 修繕費用の負担
区分が明確に
なっていない

監査時点と同じ 日常管理において生じる軽易なも
のは会社側負担、工事が発生する
ものは市負担等、市と会社側とで協
議し、明確化していく。

監査結果 大規模修繕計画
が策定されていな
い

監査時点と同じ 市と会社側との連絡を密にし、大規
模修繕計画を作成していく。

意見 行政コストを負担
していく必要性が
認められるか、今
後の利用状況を
見極めた上で判
断していくことが
望ましい

駐車場整備地区であり公益性の高
い駐車場であることから、ある程度
の行政負担はさけられない。

意見 利用実績が低下
しており、対策を
検討する必要が
ある

案内板等を設置するなど、ＰＲ活動
を行い、利用の促進を図る。



包括外部監査結果に対する措置状況　6/19ページ

本町駐車場　2/2ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

意見 委託費用につい
て、見積り合わせ
を行うなど、コスト
削減を図っていく
ことが望ましい

見積り合わせを行い、適正化を図っ
ていく。

意見 契約方法を具体
的に定めておくこ
とが望ましい

内規等を作成し、明確にしていく。

意見 修繕工事におい
て極力入札ある
いは見積り合わ
せを行い、コスト
削減を図る必要
がある

工事担当課と十分協議し、コスト削
減を図る。

意見 統合にあたって、
駐車場事業につ
いて市の関与の
度合いをどう方向
付けるか

関与は必要であると考えており、業
務の一層の効率化を図っていきた
い。

意見 民間事業者が管
理運営を行った
場合、業務の効
率化及びコスト削
減あるいは利用
者増が図れるか

現在でも民間事業者が管理運営し
ていることから、大幅なコスト削減や
利用者増は難しいが、業務の一層
の効率化を図っていきたい。

意見 統合により、本当
に効率化が図ら
れコスト削減につ
ながるか

統合により、組織の改編や人件費
等のコスト削減を実施し、経営の合
理化を行っていく。



包括外部監査結果に対する措置状況　7/19ページ
北口駐車場　1/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 大規模修繕計画

が策定されていな
い

監査時点と同じ 設備についての大規模修繕計画案
を作成していく。

意見 買い替えや修繕
保守費用の増加
を考えて、今後の
資金調達につい
て十分検討するこ
とが望ましい

早急に資金年次計画を作成し、そ
の中で検討する。

意見 行政コストを負担
するだけの公益
的価値が認めら
れるか判断してい
くことが必要

ＪＲ船橋駅に直結する駐車場であ
り、市民の利便性、交通渋滞の緩
和等を勘案し、公益性の高い駐車
場であることから、ある程度の行政
負担はさけられない。

意見 増収対策を具体
的に検討していく
必要がある

案内板等を設置するなどＰＲ活動を
行い、利用の促進を図る。

意見 委託費用の大部
分を占める人件
費の改善が望ま
れる

今後の検討事項としたい。

意見 設置メーカーへの
保守業務の委託
について、コスト
削減を図っていく
ことが望ましい

契約方法については随時見直しを
行い、コスト削減を図っていく。

意見 建設協力金につ
いて、大型小売店
との協議を尽くす
ことにより、約定
どおり返済できる
よう努力すること
が望まれる

約定どおり返済できるよう努める。

意見 調整手当は合理
的な根拠が認め
られない

継続して研究課題とする。

意見 家族手当は基準
内賃金に含める
ことが妥当か検
討が必要と考える

継続して研究課題とする。

意見 技術手当が適用
される技術の内
容を明確にするこ
とが望ましい

４月より、技術手当の廃止を行っ
た。

意見 リスクのある投資
は控えることが望
まれる

今後リスクのある投資については控
える。

意見 保有している有価
証券の運用方針
を策定し、資金化
を計画することが
必要であると考え
る

現在保有している有価証券は、株
価の動向を見極めながら資金化を
計画していく。



包括外部監査結果に対する措置状況　8/19ページ

北口駐車場　2/2ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

意見 固定資産の管理
において、定期的
な現物の保管状
況の調査を実施
することが望まし
い

定期的に保管状況の確認を行う。

意見 償却済資産につ
いて、買い替え及
び修繕に必要な
資金の資金計画
を策定することが
必要

早急に資金年次計画を作成し、そ
の中で検討するよう努める。

意見 賃料設定の耐用
年数や残存価格
の妥当性につい
て再検討の余地
がある

次期契約改定時までに検討する。

意見 統合により、本当
に効率化が図ら
れコスト削減につ
ながるか

統合により、組織の改編や、人件費
等のコスト削減を実施し、経営の合
理化を図っていく。



包括外部監査結果に対する措置状況　9/19ページ
アンデルセン公園　1/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 寄付によって取得

した土地・建物の
取得価格が台帳
に記載されていな
い

寄付を受けた土地建物について
は、平成１６年６月までに見積額を
台帳に記載した。

監査結果 所管換えにより転
記された土地の
取得価格が台帳
に記載されていな
い

所管元の台帳に基づき、平成１６年
６月までに台帳に記入した。

監査結果 付属設備の台帳
が整備されていな
い

建築物毎に付属設備が明確に分離
されていないものがあるため、順次
資料を整備し台帳（公園台帳）を整
備していく。

施設等建設時の引渡し書類等を確
認し、台帳を作成する。

監査結果 工作物台帳・立木
台帳が整備され
ていない

財務規則第１６８条により土地から
独立して取引の目的物とされる樹
木の場合は立木台帳の作成が必要
となるが、単に土地の定着物である
場合は作成は不要と考える。工作
物については公園台帳により管理し
ている。

監査結果 備品の保管状況
の調査が実施さ
れていない

監査時点と同じ 定期的に保管状況の確認を行う。

監査結果 建物が登記され
ていない

不動産登記法の附則第５条の規定
により、登記義務が免除されてお
り、建物登記はされていない。

不動産登記法の附則第５条の規定
により登記義務が免除されているた
め、建物登記はされていないが、財
務規則に規定されている事項であ
ることから、今後、財務規則の改正
を含めて検討する。

監査結果 契約書が作成さ
れていない契約
があった

平成１５年度以降、財団法人船橋市
公園協会会計規程に基づき契約書
を作成している。

監査結果 予定価格を記載
した書面、契約書
が作成されていな
い契約があった

美術館におけるアトリエ事業の材料
購入において、３０万円を超える取
引については契約書の作成をする
よう徹底した。

年間を通して同一の材料を使用す
る場合は、年度当初において単価
契約をする。

監査結果 草花取引におい
て、納品の都度、
納品書を入手して
いなかった

納品の際、必ず納品書を入手し、数
量を確認することとした。

監査結果 領収書綴りの管
理簿が作成され
ていなかった

使用済み領収書並びに未使用の領
収書の残が明確になるよう管理簿
を作成するとともに、領収書を厳重
に保管することとした。

監査結果 収入印紙につい
て、現物と管理簿
の残高が一致し
ていないものが
あった

収入印紙受払簿、貼付すべき書類
等を再確認し、現時点において数量
が一致した。



包括外部監査結果に対する措置状況　10/19ページ

アンデルセン公園　2/2ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

監査結果 時間外勤務等命
令簿に所属長印
が押印されていな
いものが散見され
た

平成１６年度から時間外勤務命令
簿は事前命令、事後報告を徹底し、
その都度所属長の印を押印してい
る。
また、印もれのないよう十分確認す
ることとした。

監査結果 補助金の具体的
な算定方法が定
められていない

監査時点と同じ 算定方法を明確にするよう検討して
いく。

意見 委託費等の運営
費削減と利用者
の更なる増加を
図る必要がある

運営費削減については、随意契約
を競争入札に変更。また、外部委託
のうち直営で可能な作業について
は直営とするなどの経費削減を行っ
ている。

年間を通した中での閑散期などの
利用者増のためのイベントも含めた
方策について検討していく。

意見 公園拡張計画の
来園者予測につ
いては可能な限り
精密な計算を行う
必要がある

都市公園の入園者推計の方法とし
て
①既存の各種都市公園の利用者実
績と公園面積の関係を数式化する
直線回帰式
②「都市公園利用実態調査報告書」
の統計資料に基づき算出する方式
の２通りで算定している。
２通りの計算の結果、極端な差異は
なかった。

意見 公園拡張計画の
収支予算は、適
切な承認が必要
なものである

収支予測については、拡張計画基
本設計を行う上で設計上の一資料
として副次的に利用したものであ
る。

意見 市の財政事情を
考えると、公園の
拡張事業はあら
ためてその是非
を問う必要がある

監査時点と同じ アンデルセン公園は交通の便等の
立地条件としては不利であるが非
日常な空間として公園整備すること
で反復利用される魅力ある公園と
なっている。拡張事業にあたって
は、国庫補助制度を最大限活用し、
事業期間をかけて単年度の財政負
担を極力軽減するよう事業を進めて
いる。都市公園事業の推進は市の
重点施策の一つであり、今後の財
政状況によっては、更に事業期間を
延伸するなど的確な進行管理により
対応していく。

意見 施設建設にあ
たっては、事前に
需要見込みや運
営費用を試算して
意思決定を行う
必要がある

子ども美術館の創作スタジオのよう
に特別に高額な整備費、管理コスト
を要する公園施設を設置する場合
は、需要見込み等の厳密な精査が
必要であると考えており、設置適否
の重要な判断基準として取り扱って
いく。

意見 利用者アンケート
調査の結果は、
定期的にみどり
管理課に報告さ
れることが望まし
い

平成１６年度よりアンケート調査結
果を集計し、市のみどり管理課へ提
出している。

アンケート調査結果をみどり管理課
へ提出するとともに、今後の運営方
法等を定期的に協議する。



包括外部監査結果に対する措置状況　11/19ページ
総合体育館　1/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 土地台帳に価額

が記載されていな
い

監査時点と同じ 土地買収時の資料及び引渡し書類
等により確認し、価格を記載する。

監査結果 付帯設備の台帳
が整備されていな
い

監査時点と同じ 施設等建設時の引渡し書類等を確
認し、設備台帳もしくは補助簿を作
成する。

監査結果 工作物台帳が作
成されていない

監査時点と同じ 施設等建設時の引渡し書類等を確
認し、工作物台帳を作成する。

監査結果 建物が登記され
ていない

不動産登記法の附則第５条の規定
により、登記義務が免除されてお
り、建物登記はされていない。

不動産登記法の附則第５条の規定
により登記義務が免除されているた
め、建物登記はされていないが、財
務規則に規定されている事項であ
ることから、今後、財務規則の改正
を含めて検討する。

監査結果 備品台帳と現物
の定期的な照合
が実施されていな
い

監査時点と同じ 定期的に保管状況の確認を行う。

監査結果 一部の備品につ
いて、備品整理票
の不備があった

監査時点と同じ 早急に備品の照合を行い、あわせ
整備する。

監査結果 一部の備品につ
いて、物品借用書
が作成されていな
かった

監査時点と同じ 不足分の物品借用書を作成する。

監査結果 公社の会計規程
に、一般競争入
札が含まれてい
ない

監査時点と同じ 契約方法に関し検討する。

監査結果 公社の会計規程
における随意契
約の基準が、市
の基準よりも甘い

監査時点と同じ 契約方法に関し検討する。

監査結果 随意契約を締結
しているものの中
に、指名競争入
札として契約すべ
きものがあった

監査時点と同じ 施設・設備等の特殊性により随意契
約を行っているが、契約方法に関し
検討する。

監査結果 随意契約におい
て、見積り合わせ
が行われていな
い

監査時点と同じ ２者以上から見積合わせを行い、適
正化を図っていく。

監査結果 予算額、設計額
及び予定価格の
見直しが十分で
はない

平成１５年度より見直しを行ってい
る。

監査結果 公社の一般管理
費の補助対象、
対象外の線引き
が明確になってい
ない

監査時点と同じ 対象経費と対象外経費の区分の明
確化に努める。

監査結果 自主事業で負担
すべき事業費の
一部に補助金が
交付されている

監査時点と同じ 対象経費と対象外経費の区分の明
確化に努める。



包括外部監査結果に対する措置状況　12/19ページ

総合体育館　2/2ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

監査結果 市と公社における
補助金等の精算
関係が不明瞭で
ある

監査時点と同じ 対象経費と対象外経費の区分の明
確化に努めるとともに、対象経費に
充当されなかった補助金について
の精算を厳格に行う。

監査結果 小規模修繕の定
義が明らかになっ
ていない

監査時点と同じ 修繕費の負担区分の明確化に努め
る。

監査結果 再委託の事前承
認が行われてい
ない

平成１６年度より行っている。

監査結果 徴収業務によって
公社が預かった
使用料が、会計
帳簿上の処理を
されていない

監査時点と同じ 平成１６年１０月より記帳を行う。

監査結果 大規模修繕の計
画が策定されて
いない

監査時点と同じ 大規模修繕計画を策定し、必要な
予算措置に努める。

意見 建設費により市民
１人当り負担額が
大きく影響を受け
るため、十分留意
して事業計画を策
定していく必要が
ある

運営経費の削減に努めており、今
後も行政コストを考慮し運営してい
く。

意見 管理運営コスト全
体の観点からコス
ト削減に係る方策
を見出していく必
要がある

運営経費の削減に努めており、今
後も行政コストを考慮し運営してい
く。

意見 自主事業の採算
が十分に把握さ
れていない

採算管理を実施する方向で検討す
る。

意見 利用者に対する
ニーズ調査や満
足度調査が十分
に行われていな
い

本年度中に実施する方向で検討す
る。

意見 主要ポストの職員
の在職期間が短
い

長期的にはプロパー職員の育成を
図るなど、今後の研究課題とした
い。

意見 低稼働設備の利
用者負担を低減
する方向性を打ち
立てる必要があ
る

本年度中に利用方法等を含め検討
する。

意見 低稼働設備に係
る将来の計画を
策定する必要が
ある

本年度中に利用方法等を含め検討
する。



包括外部監査結果に対する措置状況　13/19ページ

南口再開発ビル　1/2ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

監査結果 長期修繕積立金
が実態に即した
数値になっていな
いことから、長期
修繕計画を策定
するとともに、そ
の結果を起債等
償還計画に織込
む必要がある

船橋フェイスビル管理組合法人は
平成１５年度長期修繕積立金を概
算額で徴収していたが、平成１６年
６月３日に開催された、管理組合法
人の総会において長期修繕計画が
承認されたことにともない、長期修
繕積立金が決定された。なお、この
長期修繕計画は５年毎に見直すも
のとなっている。

船橋フェイスビル管理組合法人の
長期修繕計画に基づく長期修繕積
立金について、今後、起債等償還
計画に反映させていくものとする。

意見 外部収入の増加
や経費節減を達
成するための努
力が必要である

平成１６年４月より保留床の空室は
なくなり、現在、全区画を賃貸してい
る。なお、駐車場については、利用
者の利便性向上及び駐車場利用率
の向上を図るため、案内標識を設
置するとともに、定期利用者の募集
並びに使用料、回数券の値下げ等
の方策を行った。また、平成１６年
度予算においては、駐車場の管理・
運営委託料の節減を図った。

保留床及び駐車場収入の増収並び
に、管理経費の節減に努める。

意見 コストに見合う効
果が得られている
かどうかを定期的
に検討していくこ
とが望ましい

再開発ビルの効果を多角的に検証
し、考査方法について検討する。

意見 駐車場の回転率
が低いことに対す
る抜本的な対策
が必要である

船橋駅北口に案内標識を設置する
とともに、平成１６年８月１日より、普
通駐車及び回数券の駐車料金を値
下げした。また、近隣百貨店や店舗
に対し、お客に対する駐車料金サー
ビスの促進を依頼したことにより、
一部の店舗は駐車料金サービスを
実施している。

近隣百貨店や店舗に係るお客に対
する駐車料金サービスについて、今
後も協力を依頼し、サービス実施店
舗の拡大を図っていく。また、船橋
駅周辺の駐車場の満車・空車情報
を携帯電話で受信できるシステムを
検討する。

意見 運営業務代行会
社が入居率や賃
料単価を高める
努力をより促すよ
うな、報酬を検討
する余地がある

監査時点と同じ 市としては、商業ゾーンを総括的に
運営している有限会社フェイスマネ
ジメントの一員として、運営業務代
行会社の契約更新については、より
効果的な契約内容を検討するよう
促していく。

意見 共益費負担金の
金額の妥当性に
ついて再検討す
ることが望ましい

船橋フェイスビル管理組合法人にお
いては、共益費負担金に係る収支
の状況を明確にし、毎年度精算行
為を行うものとしている。なお、平成
１５年度決算においては、収支の実
績に基づき剰余金を生じたことか
ら、権利者に返還している。

意見 現在の計画よりも
一般会計に負担
が生じないように
運営に当たること
が望ましい

収入の確保及び運営経費の節減に
努めるとともに、再開発ビルの資産
価値の保持及び魅力アップを図って
いく。



包括外部監査結果に対する措置状況　14/19ページ

南口再開発ビル　2/2ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

意見 賃料の低下や、
テナントの空室率
を見込んだ計画
を策定することが
望ましい

再開発ビルの立地条件や効果が認
知されたことから、現在、保留床の
全区画を賃貸しており、今後も魅力
的なビルとして維持していく必要が
ある。また、空室率については、テ
ナントの出来店を考慮し、数年単位
ごとに起債等償還計画に織り込ん
でいく。

意見 より現実的な保留
床の処分時価の
設定を行い、議論
を深めて行くこと
が必要である

保留床に係る現在及び将来に亘る
評価方法について、建物の特性、
立地条件及び社会経済情勢等、総
合的な見地から検討を行っていく。
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勤労市民センター

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 土地台帳に価格

が記載されていな
い

土地台帳には敷地権割合を記載す
ることで対応している。

価格の算定は困難であるため、土
地台帳には敷地権割合を記載する
ことで対応する。

監査結果 付属設備の台帳
が整備されていな
い

監査時点と同じ 施設等建設時の引渡し書類等を確
認し、設備台帳を作成する。

監査結果 備品台帳と現物
の定期的な照合
が実施されていな
い

備品と備品台帳の照合が終了し、
廃棄物品の廃棄手続き中である。

定期的に保管状況の確認を行う。

監査結果 備品整理票がは
がれているものが
あった

廃棄手続き終了後、備品整理票を
貼り替える。

監査結果 諸事情を十分勘
案し、予算額及び
設計額を決定す
る必要がある

平成１５年度より人件費等の低下傾
向を勘案し、委託料の節減に努め
ている。

監査結果 指名参加業者数
が変わっていない

平成１５年度より指名参加業者数を
３社から５社に増やしコストの削減
に努めている。

指名業者の選定の適正化に努め
る。

監査結果 契約相手の資格
を確認していない

平成１６年度より資格の有無につい
て業者選定の段階で確認している。

監査結果 入札の有資格者
名簿が作成され
ていない

平成１６年度より財団の有資格者名
簿を作成している。

監査結果 小規模修繕の定
義が明らかになっ
ていない

小規模修繕の定義については、明
確な範囲を規定していないが、工事
請負費が１００万円以上の工事につ
いては大規模修繕として実施してい
る。

修繕費の負担区分の明確化に努め
る。

監査結果 再委託申請に記
載された業務の
内容が不明瞭で
あった

業務内容が明確になるよう平成１６
年度より再委託申請の書式を変更
した。

監査結果 大規模修繕計画
が策定されていな
い

修繕計画が策定されていたが、説
明不足であった。
平成１１年度から平成２３年度まで
の修繕計画が策定済である。

監査結果 利用料金の前受
計上及び未収計
上が行われてい
ない

年度をまたぐ予約の利用料を前払
により受領して、当該年度中の管理
運営費の一部としている。

今後、各年度の利用料収入が利用
実績を反映すべく、改善措置を講ず
る。

意見 コスト削減、利用
者の増加を図る
方策を打ち立てて
行く必要がある

委託契約の内容を勘案しコスト削減
を図るとともに、市広報紙等を通じ
利用案内を掲載し、ＰＲに努める。
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中央図書館　1/3ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 土地台帳が作成

されていない
土地台帳を作成した。
なお、価格については敷地権割合
を記載することで対応している。

価格の算定は困難であるため、土
地台帳には敷地権割合を記載する
ことで対応する。

監査結果 内装価額が建物
台帳に記載され
ていない

建物台帳に内装価額のうち内装工
事費、設計・管理費を記載済み。

監査結果 購入備品が備品
台帳に記載され
ていない

平成１６年３月より保管状況の調査
作業を行い対応している。

監査結果 一部の備品に備
品整理票の不備
が見られた

保管状況の調査作業を行い、備品
整理票の貼付に努めている。

監査結果 同時に同種の備
品を購入した際の
管理が不十分で
あった

保管状況の調査作業を行い、枝番
号を付し整理票を貼付することで対
応している。

監査結果 購入備品が備品
台帳に記載され
ていない

平成１６年３月より保管状況の調査
作業を行い対応している。

監査結果 備品台帳と現物
の定期的な保管
状況の調査が行
われていない

平成１６年３月より保管状況の調査
作業を行い対応している。

定期的に保管状況の確認を行う。

監査結果 図書整理簿の図
書単価の記入誤
りがあった

誤記入を訂正した。

監査結果 設計額を毎年見
直す必要がある

設計額の見直しを行うとともに、平
成１６年度からはダイレクト型一般
競争入札（図書館で仕様書を作成
し、財政部契約課が執行）を行って
いる。

監査結果 図書の購入にお
いて、仕様書が作
成されていない

船橋市書店協同組合と協議のうえ、
従来から慣習で実施されていた付
帯サービス内容を確認し、「図書発
注仕様書」を作成した。

意見 同じコストでより
大きな効果が期
待できるような方
策、人事政策等を
考えていく必要が
ある

平成３年頃より毎年２名、平成１５年
度からは３名を公費による資格取得
研修に派遣し、専門的職員の養成
をはかっている。また、平成１６年度
からは図書館業務を専門的な業務
と、貸出・返却・書架整備等の非専
門的な業務に切り分け、非専門的
業務に非常勤職員を配置した。

意見 コスト、利用者
ニーズを勘案し、
開館時間の延長
を検討することが
有用である

平成１６年４月より４図書館で祝日
開館を実施すると共に、中央図書館
においては従来、平日の水曜日・金
曜日に限り午後７時まで実施してい
た夜間開館を、火曜日から金曜日
までと拡大した。コスト面では、従来
の時間外手当支給による勤務に変
え、シフト制を導入した。
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中央図書館　2/3ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

意見 量的作業を伴う
非専門的業務に
おいて、非常勤職
員を活用していく
ことが望まれる

平成１６年度からは図書館業務を専
門的な業務と、貸出・返却・書架整
備等の非専門的な業務に切り分
け、非専門的業務に非常勤職員を
配置した。

意見 有資格者の配置
をより積極的に行
う必要がある

平成３年頃より毎年２名、平成１５年
度からは３名を公費による資格取得
研修に派遣し、専門的職員の養成
をはかっている。

司書の充足率を高めるよう努める。

意見 中央図書館に各
図書館の連絡調
整機能を持たせ
る

教育委員会組織規則を改正し、平
成１６年度からは中央図書館の分
掌事務に、「図書館業務全体に係わ
る企画及び図書館間の連絡調整に
関すること」を加え、機能を明確にし
た。これにより、４月から中央図書
館を事務局として「船橋市図書館長
協議会」、資料の収集・整備・保存
及び運用等について協議する「船橋
市図書館合同資料委員会」等を設
置し、４館の一体的な図書館運営に
努めている。

意見 各図書館に専門
性を持たせる

４図書館においては、中央館は児
童書の研究資料・デジタル資料・大
型美術書の収集提供、東館は移動
図書館車の運行・団体貸出等、西
館は錦絵・郷土資料等、北館はＡＶ
資料の収集提供・共同書庫の運用・
図書館電算システムと搬送システ
ムの統括等、各々役割を特化し分
担している。さらに、１６年４月から
は、４館の実務担当者の協議の場
として「船橋市図書館合同資料委員
会」を設け、資料の収集・整理・保存
及び運用等について協議し、特色を
持たせるよう努めている。

意見 蔵書の購入に際
し、４館で事前に
連絡調整を行う

４図書館の資料の収集・整理・保存
及び運用等について協議する場で
ある「船橋市図書館合同資料委員
会」（平成１６年４月）の中に「収集担
当者会議」を設けた。各館の特色を
生かしながら効率的な収集と、特に
新刊図書については不用意な重複
収集を避け、類書分担に努めること
で新刊書のカバー率を高めるよう調
整している。

意見 貸出拠点ごとに
ニーズに応じた蔵
書の購入や配置
を行う

各館の特性を活かすと共に、各図
書館の貸出状況等のデータ分析か
らニーズの把握に努め、利用者の
需要を予測した図書館資料の収集
により「人口１人当り年間貸出冊数」
のアップをはかる。

平成１６年１１月３日前後の「読書週
間」頃を目途に、各館毎に利用者の
アンケート調査を行い、市民ニーズ
の把握を図る。
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中央図書館　3/3ページ
区分 事項 現在の状況 今後の方針

意見 利用者のニーズ
に応えられる人材
を適所に配置す
る

平成３年頃より毎年２名、平成１５年
度からは３名を公費による資格取得
研修に派遣し、専門的職員の養成
をはかっている。また、平成１６年度
からは図書館業務を専門的な業務
と、貸出・返却・書架整備等の非専
門的な業務に切り分け、非専門的
業務に非常勤職員を配置した。

意見 督促手続を明確
化する必要があ
る

従来の督促手続きを修正し、「合同
資料委員会」で４館共通の「督促事
務処理要項」を策定し明文化を図っ
た。（平成１６年８月１日）

意見 督促回数及び時
期が不十分であ
る

督促時期、回数を増やした。
延滞している図書に他の利用者か
ら予約がはいった場合は直ちに電
話で督促。延滞者が来館した場合
はその場で口頭にて督促。未来館
者で延滞１ヶ月以上２ヶ月未満の
者、６ヶ月、１年の者に対しては電
話等で督促を繰り返し行う。
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少年自然の家

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 工作物台帳が作

成されていない
施設整備時の書類を確認し、作成
を進めている。

平成１７年３月末までに作成する。

監査結果 建物台帳におい
て、複数の施設
の取得価格がま
とめて記載されて
いる

施設ごとに取得価格を記載した。
（平成１６年７月）

監査結果 付属設備の台帳
が整備されていな
い

施設整備時の書類を確認し、作成
を進めている。

平成１７年３月末までに作成する。

監査結果 備品台帳と現物
の定期的な保管
状況の調査が行
われていない

備品と備品台帳の照合を行った。
（平成１６年１月）

定期的に保管状況の確認を行う。

監査結果 建物が登記され
ていない

不動産登記法の附則第５条の規定
により、登記義務が免除されてお
り、建物登記はされていない。

不動産登記法の附則第５条の規定
により登記義務が免除されているた
め、建物登記はされていないが、財
務規則に規定されている事項であ
ることから、今後、財務規則の改正
を含めて検討する。

監査結果 指名競争入札の
実施や複数業者
からの見積書の
取得を検討する
必要がある

平成１６年３月に見直しを行った。
　◎指名競争入札実施　２件
　◎随意契約　・見積合せ　２件
　　・業者変更　１件
　　・許可、市登録　１件
　　・金額が小額（１０万）で専門性
有２件
　　・本体契約との関連が強い　２件
　　　（給食食材、エアレーション）
　＊給食委託業務は現状のまま

給食委託業務については、平成１７
年度から郵便競争入札を実施する
予定。
その他については、２者以上から見
積合わせを行い、適正化を図ってい
く。

監査結果 年間契約となって
いる給食業務に
ついて、必要時の
みの随時契約を
検討する必要が
ある

監査時点と同じ。 通年開所であるので、年間契約とす
る。

監査結果 大規模修繕計画
が策定されていな
い

監査時点と同じ。 大規模修繕計画を策定し、必要な
予算措置に努める。

意見 委託契約内容や
施設運営の見直
しを行い、コスト
の削減を図る必
要がある

施設管理費等の見直しを行いコスト
削減を図る。

意見 オフシーズンの施
設運営方針を再
検討する必要が
ある

宿泊のできる教育施設という特色を
生かし、１１～４月のオフシーズンの
利用増を図るため、主催事業の内
容充実、ホームページの活用、近隣
市町村へのＰＲを行い、通年利用者
の確保に努める。
・主催事業　年４回　６・１１・１２・２
月　＊近隣市へのＰＲ　　　　　夷隅
（６月）長生（５月）山武（６月）実施済


